
キヤノン販売(株)　

中期経営計画（05～07）

2005年1月28日

キヤノン販売株式会社

社長 村瀬 治男

本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当
社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。

そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記述されている将来見通しとは大きく
異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。



2004年を振り返って



2004年実績(1)

連結

金額 前年比

売 上 高 8,155億円 108％

営 業 利 益 293億円 172％

経 常 利 益 244億円 173％

純 利 益 124億円 176％

■96年以来8年振りに過去最高の営業利益、経常利益を達成。
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2004年実績(2)

連結　セグメント別営業利益

金額 前年比

ビジネスソリューション 96億円 451％

コ ン ス ー マ 機 器 118億円 106％

産 業 機 器 79億円 205％



ビジネスソリューション

■MFP、LBPともカラーシフトを推進。保守サービス､カートリッ
　ジが収益に貢献。

「Ask Canon!」キャンペーン

■ 「MEAP」(ミープ、キヤノ
ン独自のプラットフォーム）
対応のMFPをカラーを含め
て機種拡大。また「MEAP」
対応アプリケーションを発
売し､MFPを軸としたソリュー
ションを推進。

■ITサービスでは、情報セ
キュリティに関するコンサ
ルティングを始めとした案
件の受注が拡大。



コンスーマ機器

■デジタルカメラはコンパクト、一眼レフともトップシェアを維持。

■デジタル一眼レフの新聞社・通信社市場シェアが倍増。

　アテネオリンピックではキヤノンの白レンズが他社を圧倒。

■デジタルビデオはシェア第3位を確保。

■インクジェットプリンタは8年ぶりにトップシェアを奪回。



産業機器

■ステッパ―の国内トップシェアを維持。

■アッシャーやマスクリペア装置などキヤノン販売の輸入製

品も好調に推移し、利益に寄与。

FPA-6000ES6 米国RAVE社製マスクリペア装置



グループ再編

ｷﾔﾉﾝｼｽﾃﾑｱﾝﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ(株)ｷﾔﾉﾝｼｽﾃﾑｱﾝﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ(株)

茨城キヤノン事務機販売(株)、群馬キヤノンビーエム(株)､
キヤノンビーエム埼玉(株)を統合。全国181拠点。

ｷﾔﾉﾃｯｸ(株)ｷﾔﾉﾃｯｸ(株)

ファストネット(株)と合併、新会社キヤノンネット
ワークコミュニケーションズ(株)に（05年1月1日）

新潟ｷﾔﾉﾃｯｸ(株)新潟ｷﾔﾉﾃｯｸ(株)

キヤノン(株)の100%子会社となり、キヤノンイメージング
システムテクノロジーズ(株)に（05年1月1日）



在庫の削減

アイテム別の精査による滞留在庫の圧縮

SCMによるリードタイムの圧縮

仕入在庫の承認プロセスの強化

返品の削減

在庫総額　　　03年末　　→　　04年末
全社　　　　　653億円　 →　　 569億円
BS　　　　　　　　242億円　　→　　　　186億円
ｺﾝｽｰﾏ機器　　　　 155億円　　→　　　　136億円
産業機器　　　　　256億円　　→　　　　247億円　



社債のオフバランス化

■2004年11月30日、社債残高250億円のオフバラ

ンス化を実施

■完全無借金経営を実現

■経常利益影響額(支払利息減)

　19億円（04～08年合計)

■自己資本比率(連結)

　45.5％(03年12月末)→48.5％(04年12月末)



中期経営計画(05～07）



グループビジョン

人の創造力を支援する

ソリューションプロデューサー

キヤノン販売グループ

人の創造力を支援する人の創造力を支援する

ソリューションプロデューサーソリューションプロデューサー

キヤノン販売グループキヤノン販売グループ



事業計画　全社

(億円､倍)

% % % %

連結 8,155 8,250 8,700 9,200

売 上 高 単独 7,268 7,335 7,600 8,000

連単倍率 1.12 1.12 1.14 1.15

連結 293 3.6 250 3.0 295 3.4 330 3.6

営業利益 単独 235 3.2 190 2.6 215 2.8 240 3.0

連単倍率 1.25 1.32 1.37 1.38

連結 244 3.0 245 3.0 285 3.3 320 3.5

経常利益 単独 189 2.6 190 2.6 215 2.8 240 3.0

連単倍率 1.29 1.29 1.33 1.33

連結 124 1.5 125 1.5 161 1.9 182 2.0

純 利 益 単独 93 1.3 105 1.4 121 1.6 136 1.7

連単倍率 1.33 1.19 1.33 1.34

2004年 2005年 2006年 2007年



事業計画　セグメント別

連結 (売上高､億円)

2004年 2005年 2006年 2007年

ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ 4,734 4,957 5,160 5,450

コンスーマ機器 2,391 2,506 2,700 2,800

産業機器 1,030 787 840 950

合計 8,155 8,250 8,700 9,200



戦略1

　利益ある成長を実現する



利益率目標

経常利益率　5.0％
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高収益型事業の拡大

■オフィスMFP､LBPにおけるカラーシフトの推進に

よる保守サービス､カートリッジ売上の拡大

■PC単体販売や汎用PPC用紙等、低収益事業の

縮小

■ ITサービス事業の強化･拡充

■デジタルフォト関連商品およびホームプリントビジ

ネスの強化

■プロ用機材の拡販

デジタル一眼レフカメラ､大判プリンタ､プロジェクターなど



業務プロセス改革

キヤノン(株)との連携による部品在庫削減

地域パーツセンター(6箇所)と
中央パーツセンターの撤廃
（04年9月～05年1月）

キヤノン(株)つくばパーツセンターから全国4拠点の
パーツエクスプレスセンター､169拠点のストックデポに

直送開始(05年2月～）

キヤノン(株)との連携によって､
SCM､効率的な物流体制をさらに発展させる



連結経営体制の強化

■カンパニー･グループ会社間のヨコ連携を強化し､ビジネス
　　チャンスの拡大を図る。

ｷﾔﾉﾝｼｽﾃﾑ
ｱﾝﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ

産業機器

ｷﾔﾉﾝｼｽﾃﾑ
ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ

ｷﾔﾉﾝﾈｯﾄﾜｰｸ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ
機器

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

ｺﾝｽｰﾏ
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

ｷﾔﾉﾝ
ｿﾌﾄｳｪｱ

ヨコ連携の強化ヨコ連携の強化

■“小さなグループ本社”構築のため､シェアードサービス　
　　を推進する。



グループ統合情報システムのグループ展開

2003年5月　キヤノン販売導入

2005年2月　ｷﾔﾉﾝｼｽﾃﾑｱﾝﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ導入

グループ展開により、顧客情報の共有化

グループ統合コールセンターの設立

キヤノンビジネスオンラインによる電子受注率ＵＰ

2005年10月　ｷﾔﾉﾝﾋﾞｰｴﾑ東京導入

2006年5月　ｷﾔﾉﾝﾋﾞｰｴﾑ神奈川･大阪導入



戦略2
　

お客様にとって最高の価値を提供することで、
ブランド力を高め､主要商品事業No.1を実現する



主要商品事業No.1とともに､サービス､お客様対応など､

顧客満足度No.1を実現する。
■すでに実現しているNo.１シェアを維持・強化

■早期にNo.１シェアを実現

オールPPC LBP インクジェットプリンタ

スキャナ ステッパ― 放送用TVレンズ

カラーMFP カラーLBP デジタルビデオカメラ

デジタルカメラ



戦略3
　

ITサービス事業を拡大し､利益の柱とする



ITサービス事業　ビジョンと基本戦略

■ビジョン
ITサービス市場におけるキヤノンブランドの確立

■基本戦略
①ITサービスグループ関連会社のリソース最適
化と連携強化により、グループとしてのITサー
ビス総合力を最大化する。

②キヤノン製品を軸とした情報系･基盤系･プロ
フェッショナルサービスビジネスを展開すると
ともに､基幹系ビジネスを強化する。

③2007年ITサービス売上3,000億円強をめざし､
高付加価値・高収益体質を構築する。



グループＩＴサービスドメイン

ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄｿﾘｭｰｼｮﾝﾄﾞｷｭﾒﾝﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ
iWBSiWBS

((ｲﾒｰｼﾞｳｪｱﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝｲﾒｰｼﾞｳｪｱﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ))

MEAPMEAPｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ナレッジﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄナレッジﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ERPERP、、CRMCRM
生産管理生産管理

電子カルテ、電子カルテ、HTHT

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ、情報セキュリティﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ、情報セキュリティ

情報系ビジネス 基幹系ビジネス

基盤系ビジネス

プロフェッショナルサービスビジネス

サービス＆サポート



グループ各社の役割

役割 戦略 (ITサービス事業領域) 

キヤノン販売
■ＩＴサービス事業統括
■情報系ITサービス

■ グループのITサービス戦略の策定と推進
■ キヤノン製品を中心としたドキュメントソリューションの提供
■ 全国の販売パートナーを通じたソリューションの提供

キヤノンソフトウェア
■キヤノン製品向けソフトウェア
　　開発
■情報系ＩＴサービス

■ 製品組込みソフト技術とソリューション開発技術の融合で、高付加価値
    事業を創出
■ ソリューション開発と保守・運用サービスの循環型ビジネスの推進
■ドキュメントソリューションと独自の開発ツールの２本柱を核に事業展開

キヤノンシステム
ソリューションズ

■基幹系ITサービス
■ 基幹系ITｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽにおいて、キヤノンｸﾞﾙｰﾌﾟ内の中核企業となる
■ 上流ｺﾝｻﾙから開発保守運用に至るﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｻｰﾋﾞｽの確立
■ 業種別ｿﾘｭｰｼｮﾝに加えて、ERP・医療・ｾｷｭﾘﾃｨ等の領域への注力

ｷﾔﾉﾝﾈｯﾄﾜｰｸ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

■基盤系ITサービス

■ ネットワーク技術を中核とした基盤系ITインフラサービスビジネスの拡大
■ ｉＤＣ(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ)サービスの充実とＭＳＰ(ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ
　　ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ)事業の拡大
■ キヤノン製品（ネットワークカメラ、iRシリーズ）に関連したITサービス
　　ビジネスへの取り組み強化

キヤノンシステム
アンドサポート

■キヤノン製主要プロダクトの販売
■小型ソリューションビジネスの展開
■全国均質のサービス＆サポート

■小型ソリューションの販売･サービス展開による付加価値の拡大
■アライアンス推進によるＩＴサービス事業の拡大
■全国181拠点のネットワークを生かした24時間･365日サービス対応等､
　　顧客満足の推進



高付加価値・高収益体制

■最先端のIT分野におけるプロフェッショナル

人材
■コンサルティング・ソリューション提案 (ITコーディネーター)
■プロジェクト管理 (PMP)

ビジネス
プロセスの改善

1. ISO9001,CMM,ISMS
2. ソリューションビジネス
プロセス刷新

3. プロジェクトリスク管理
　　　　　　　

上流志向

1. コンサルティング力強化
2. 提案力強化
　　　　　　　　



ＩＴサービス事業計画

1,462 1,520 1,570 1,610
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戦略4
　

グループ全社員が自己の質を向上させ、
プロフェッショナルへ変革する



新人事制度の導入

一般者役割給導入（05年4月～）

・役割と個人の適性の見直し

人 材 育 成

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ強化

セールスパーソンからコンサルタントへ

・全社のレベルアップと個々人のスキルアップ

・社員の意識啓発
・ルール徹底



戦略5
　

『誠実な企業活動』を通じて
社会的責任を全うする



企業倫理・コンプライアンス委員会

情報セキュリティ・個人情報保護の徹底

内部統制評価委員会

環境マネジメント



将来への投資

人材への投資

M&A

ITインフラ投資
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